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日本ガイシ株式会社２０２１年３月期第２四半期の決算説明会を始めます。

本日はご多用の中、ご出席いただきまして誠にありがとうございます。
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ご覧のような内容であわせて３０分間程度ご説明させて頂きます。
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まずは終わりました上半期の業績についてご説明いたします。

ご覧の通り前年同期との比較で減収、減益となりました。

売上高は１，９４９億円と前年同期比で１１％減少しました。

プロセステクノロジーの半導体製造装置用製品は３Ｄ ＮＡＮＤ向けの設備投資が増加し

増収となりましたが、セラミックスの自動車関連製品がコロナ影響による世界的な乗用車

販売台数の落ち込みを受けて、大幅な減収となりました。

営業利益はセラミックス事業の需要減少に加え、減価償却費の負担が重く、前年同期比

６３％減の１１６億円となりました。

四半期純利益については、前年同期比６６％減の７３億円となりました。
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続きまして通期の業績は、売上高は４,３５０億円、営業利益４２０億円、経常利益

４３０億円を予想しており、前期比で減収、減益となる見通しです。

当期純利益は、多額の特別損失を計上した前期との比較では微増となる見通しです。

９月に公表した業績予想との比較では、セラミックスで業績の改善を見込んでおり、

上方修正しております。

なお、下期の為替前提を１ドル１０５円、１ユーロ１１５円とし、年間では１ドル

１０６円、１ユーロ１１８円としています。



売上高の通期業績見通しについて前年度からの変化をグラフで示しております。

中央６月公表時の売上高見通し４,２００億円からの変化としましては、上期の為替円安

の影響で２７億円のプラスを見込むほか、セラミックスは下半期以降は、自動車販売や

生産の回復を背景に、想定以上に自動車関連製品の需要が伸びると見ています。

その他の事業は、６月公表時の売上高見通しから大きな変更はないと想定しております。

コロナのマイナス影響は期首よりも軽減する見通しで、６７０億円程度、売上高を押し

下げた要因となっています。

なお、為替感応度は下期で１円円安に変化すると、ドルで６億円、ユーロで３億円の

増収となります。
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営業利益につきましては、６月の公表値３００億円からの変化としては、セラミックス

の増収のほか、減価償却費を中心に各事業の費用削減が進み、全社では約１２０億円の

増益となる見通しです。

なお、営業利益のドル・ユーロの為替感応度は、下期で１円円安に変化すると、ドルで

２．１億円の増益、ユーロで０．２億円減益となります。
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引き続き、セグメント別の業績見通し、事業環境、事業課題について、前回、６月の

見通しからの変化点を中心にご説明します。

まずはエネルギーインフラ事業について、がいし事業は国内で新型コロナウイルスの

影響により一般向けの配電製品の需要が減少しましたが、海外では案件が前倒しに

なったことから増収の見込みで、全体では変化ありません。エナジーストレージ事業

について大きな変化は無く、赤字継続が継続する見通しです。

今期は売上高４３０億円、営業利益は４５億円の赤字の見通しです。



エネルギーインフラ事業の展望についてご説明します。

がいしにつきましては、国内では今年度から電力会社の発送電分離が始まり、電力システム

改革が進展する中、暫くは設備投資の抑制が続くと見ております。このような事業環境の

下、間接部門のスリム化および不採算製品の見直しなどの事業再構築を徹底して進めており、

徐々にその効果が現れてきております。売価改善にも強力に取り組んでおり、来年度の黒字

化を目指します。

エナジーストレージにつきましては、ＮＡＳ電池はまだ大容量や長時間用途に対するニーズ

が顕在化しておらず、需要の端境期が続いております。将来の需要拡大に向け、国内では、

当面VPPや更新案件の受注に注力するとともに、ＮＡＳ電池の容量を活かした地産地消の電力

システムモデル構築を目指します。海外ではドイツのBASF社との提携を活かし、販路拡大や

コスト競争力の向上を進め、将来の長時間蓄電池分野におけるトップシェアを目指していき

ます。

亜鉛二次電池（ＺＮＢ）は安全性の高さを活かし、学校・病院・商業施設・携帯基地局など

安心・安全に重点を置くユーザーを中心にマーケティング活動を行い早期事業化を図ってい

きます。
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次にエレクトロニクス事業です。

今期は売上高５７０億円、営業利益２０億円と、６月公表値との比較で売上は変わらず、

利益は若干増える見通しです。

電子部品については、ＨＤＤ用圧電素子は予定通り拡販が進むほか、複合ウエハーは５Ｇ

スマホの拡大に伴い、高性能フィルターの需要が増加し、増収・増益の見通しです。

双信電機は新型コロナウイルスの影響を受けて、車載用製品やノイズ測定が減少し、減収・

減益の見通しです。

金属についても同様に、航空機向け製品や金型製品の需要が減少しており、減収・減益と

なる見通しです。
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エレクトロニクス事業の展望についてご説明します。

左側上段のＳＡＷフィルター用複合ウエハーについて、足元でスマホ需要は停滞していま

すが、５Ｇの普及などモバイル通信の高度化によりフィルターに求められる性能が高まる

と共に、携帯端末のフィルター搭載数も増加し当社の複合ウエハーの需要は年々増加する

見込みで、生産能力の増強を進めております。

左側下段の絶縁放熱回路基板について、信頼性・熱伝導性に優れた車載・産業機器の

パワーモジュール向けのセラミック回路基板であり、将来の自動車電動化の進展によって

需要の大きな伸長が見込まれます。産業用途に加え、車載向け製品の開発強化を進めてい

きます。

右側上段のＨＤＤ用圧電素子について、映像データやＩｏＴセンシングなどの普及により

データセンターのストレージ用の大容量ＨＤＤ向けに需要が増加しており、ＨＤＤの大容

量化も加わって、当社製品の需要は順調に伸びると見ています。国内外で生産能力を増強

し、拡大する需要に対応します。

右側下段のチップ型セラミックス二次電池は、小型・薄型で高容量、高耐熱性を実現した

リチウムイオン二次電池です。スマートカードの拡大に伴い、需要が増加することを期待

しているほか、コイン型電池のラインアップ拡充も進めており、早期の売上・利益創出に

向けてマーケティング活動の強化に取り組みます。
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次にプロセステクノロジー事業です。

今期は売上高１，１００億円、営業利益１１５億円と、６月公表値との比較では売上は

変わりませんが、増益となる見通しです。

ＳＰＥ（半導体製造装置用製品）について、スマホ需要の低迷などを背景にメモリ投資が

低調に推移するものの、コロナ禍でのテレワーク普及等によるデータセンターやＰＣなど

の好調を背景にファウンドリ向け投資が堅調で、６月公表値と変化はありませんが、前期

との比較では増収増益の見通しです。

産業プロセスについては、売上・利益共に６月公表値並みとなる見通しです。
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プロセステクノロジー事業のうち半導体製造装置用製品の今後の展望についてご説明します。

左側上段のグラフにありますように、２０２０年の半導体需要はスマホ需要の低迷によって

鈍化するものの、５Ｇやテレワークの普及によってデータセンターやＰＣ、タブレット向け

の需要は堅調に推移しております。本格的な回復は２０２１年以降と見ています。

右側のグラフは、用途別に半導体製造装置の投資動向を示したものになります。メモリー

投資は２０１９年度を底に回復基調となり、ファウンドリ向けは高水準な投資が今後も継続

する見通しです。中長期ではＡＩ、５Ｇの拡大、ＩｏＴを背景とした半導体設備投資の拡大

基調の見方は変わりはありません。

来期以降、当社の半導体製造装置用製品の需要は増加する見込みであり、昨年１０月より

稼働を開始した新工場をフルに活用し、利益の最大化を図っていきます。
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次にセラミックス事業です。

今期は売上高２，２５０億円、営業利益３３０億円と６月、９月との比較では増収・増益

となる見込みです。自動車市場全体では中国をはじめとして各国で自動車販売や生産が回復

しつつあり、乗用車販売台数の前提は、６月見通しから改善する見込みです。利益は物量の

増加に加えて、費用削減の効果等により増益の見通しです。

製品ごとでは、ＧＰＦは中国及び欧州を中心に回復基調にあり、需要が増加する見通しです。

Ｃｄ-ＤＰＦや大型担体については、トラック販売台数が回復基調にあり、需要が増加する

見通しです。ＳｉＣ－ＤＰＦやセンサーは、欧州のディーゼル車比率は想定に変化は無く、

販売台数の回復も順調に進んでおり、当社製品の需要も増加する見通しです。ハニカムに

ついても、乗用車販売の回復により物量増を見込んでおります。



当社業績予想の前提となる自動車販売台数の見通しと、売上の増加を期待するＧＰＦとＣｄ

-ＤＰＦ製品の展望についてご説明します。

ページ上段の乗用車／トラック・オフロード車の販売台数見通しにつきましては、中国をは

じめ自動車市場は想定を上回るペースで回復しており、乗用車・トラック共に６月公表時の

前提から改善しています。２０２１年以降も緩やかに回復すると見ておりますが、２０１９

年の販売台数を上回るまで２～３年はかかると見ております。乗用車における非内燃機関車

の比率はコロナ禍を起因とした大きな変更はなく、従来通り２０２５年で７％程度とみてお

ります。

ガソリン乗用車向けのＧＰＦは足元で搭載率は減少しているものの、中国の排ガス規制強化

に加え、日本・米国・インドなど各国で排ガス規制が進み総需要は拡大すると見ております。

上段のトラック・オフロード後処理台数は新興国の排ガス規制強化により増加する見通しで

す。こうした事業環境の中でトラック・オフロード向けＣｄ-ＤＰＦの需要が増加すると見

ております。その他の製品においても、乗用車やトラック・オフロード車の販売台数回復に

加え、各国の規制強化により需要が増加すると見ております。
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当期の設備投資は期初に計画した投資の圧縮や延期を継続し、総額５８０億円を予定

しております。来期以降も需要の回復を注視しながら、年間３００億円から４００億

円規模にコントロールしていきます。

減価償却費につきましては、当期は前期比で６４億円増加の４６０億円を見込んでお

ります。２０２１年度以降は大型設備投資が一巡することから、２０～４０億円程度

の増加に止まる見通しです。
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研究開発費につきましては、前期並みの２３０億円を予定しています。当社では売上

高研究開発費率について４％から６％を一つの目安としております。開発のスピード

を大きく遅らせることなく、開発費の総額が前期並みの水準となるよう今期はコント

ロールしています。

売上高に占める事業化後５年以内の新製品比率が３０％以上をキープする目標は変え

ず、中長期の視点で開発投資を行っていきます。



中期の業績とＲＯＩＣイメージについてご説明します。

左側のグラフは、当社の事業本部別の売上高と営業利益の先行きの推移を示しています。

来期以降は自動車関連製品や半導体製造装置用製品の需要回復が続くと予想しており、

今期を底に業績を改善させていきます。

右側のグラフは、ＲＯＥと、事業ごとの投下資本利益率（ＲＯＩＣ）の実績と先行きの

予想を示しております。当社は中長期の観点でＲＯＥ１０％以上を維持することを意識

しており、これを実現すべく事業ごとにＲＯＩＣで目標管理を行っております。

成長製品であるＧＰＦや新製品を伸ばすことで売上・利益を拡大させると共に、各事業

の収益性の改善に加えて、棚卸資産なども適正な水準に保ち、事業効率の向上を図って

まいります。
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先行きのキャッシュ・フローおよび財務構成としましては、設備投資が先行したなか、

コロナウイルスの影響により需要が減少し、投資の回収が遅れています。当面の間は、

有利子負債が資金残高を上回る見通しです。

フリーキャッシュフローは、投資回収の遅れから２１年３月期は若干のマイナスとなり

ますが、２２年３月期からプラスへ転じ、徐々に改善する見通しです。

ＤＥレシオ、ネットＤ/Ｅレシオは２１年３月期をピークに低下し、２４年３月期には

ネットキャッシュはプラスに転じる見通しです。

18



19

つづいて、当社の連結ベースでの要約キャッシュ・フローです。

今期末（２１年３月期）の現金及び現金同等物の期末残高は、フリーキャッシュフローが

マイナスとなる一方で、上期に３００億円の借入を実施したことから、前期比７０億円

増加の１，０１７億円の残高となる見通しです。６月見通しからは業績改善などにより

キャッシュフローが１４０億円改善される見通しです。

なお、現金同等物１，０１７億円の他にこの表には表れない債券等の運用資金が２００

億円程度あり、合計で１，２２０億円ほどの資金残となる見通しです。
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最後に、総資産、ＲＯＥ／ＥＰＳ、配当です。

２０２１年３月期の総資産の見通しは、セラミックス事業やプロセステクノロジー事業の

設備増強により固定資産が増加する見込みであり、前年度より約２７０億円増の８,６００

億円となる見込みです。

ＲＯＥは当期純利益の増加により０.２ポイント増の６．０％となる見通しです。ＤＥレシ

オは、有利子負債の増加により２１年３月期は０.５４となる見通しです。当期の一株当た

り利益は８８.４５円の見通しです。配当金は、中間１０円で決議しましたが、期末は２０

円の年間３０円とさせて頂く予定です。

配当金については、事業リスクの変化に合わせた純資産管理と３年程度の期間業績（ＲＯ

Ｅ）へのリンクも勘案し、純資産配当率３％及び連結配当性向３０％程度を中長期的な

目途として、さらにはキャッシュフローの見通し等も勘案して配分することとしています。
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